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［概要］本研究は、3年間の研究の2年度目で、既存統計資料により埼玉県の看取りの概況を把握した後、訪
問看護ステーションおよび特別養護老人ホームでの質問紙調査を通して、看取りに関連するサービス提供体
制の現状と利用者の死亡に至るプロセスを把握することを目的とした。 
埼玉県の看取りに関連する医療・介護サービス提供体制は全国値に比較して低く、今後の急速な高齢化に
対応していくためには看取りに係るサービス提供体制を充実していく必要がある。看取りのプロセスに関す
る調査によると、訪問看護ステーション及び特別養護老人ホームの利用者の死亡前の過ごした場所の推移を
みると、死亡前日及び死亡当日に病院に入院するケースがみられた。死亡者の死亡時の場所は、訪問看護ス
テーション利用者では、約3分の１は病院での死亡であり、特別養護老人ホーム入所者では、約4分の１は病
院での死亡であった。 
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１．研究の背景 
わが国は、高齢化の進展により死亡者数は増大し
続け、人口減少社会に突入している。死亡場所は、
現在8割が病院で死亡しているが、将来推計によると、
2040年には死亡数の約30％が病院での死を迎えられ
ず（中医協、2011）、今後は病院以外の場所での死
亡が増加すると考えられている。 
2015年の埼玉県での死亡時の死亡場所は、自宅
12.5％（全国12.7％）、老人ホーム5.0％（全国6.3
％）となっており、これらを合わせた地域での看取
りの割合は17.5％である。現在、埼玉県は地域保健
医療計画第6次における在宅医療の目標として、自宅
や老人ホームといった在宅看取り数の割合を18.7％
に増加させることを掲げている。 
地域での看取りに関しては、緩和ケア・ホスピス
で亡くなった患者の遺族が考える「望ましい死」の
達成度1）やQOD測定のための尺度が開発され、看取り
に関するケアの有効性が検証2)されつつある。しかし
ながら、当事者の看取りの場所に関する生前意思と
実際の看取り場所、死亡プロセスにおける家族の満
足度などに焦点を当てた研究は少ない。 
 
２．目的 
本研究は、QODを「当事者や家族が望むよりよい死
の迎え方」とし、その意思決定プロセスを支援する
ことに焦点を当てる。本年度は、既存統計資料から
埼玉県の看取りの概況を把握した後、訪問看護ステ
ーションおよび特別養護老人ホームにおける看取り
に関連するサービス提供体制の現状と利用者の死亡
に至るプロセスを把握し、自宅や特別養護老人ホー
ムでの看取りに影響を与える要因を明らかにするこ
とを目的とした。 
 
３．方法 
（１）埼玉県における看取りの現状 
既存統計資料を用いて、埼玉県の死亡の現状、看
取りに関連する医療・介護サービス提供体制の現状
を把握した。 
（２）訪問看護ステーションにおける看取りのプロ
セスに関する調査 
埼玉県内の全訪問看護ステーション369施設を対
象とした質問紙調査を郵送法で実施した。調査実施
期間は、平成29年10月～12月であった。調査項目は、
施設票では、施設属性、職員体制、訪問看護の実施
体制、看取りに関する体制等、利用者票では、6ヵ月
間に当該施設を利用し死亡した利用者の属性、看取
りのプロセスに関する事項等とした。 
（３）特別養護老人ホームにおける看取りのプロセ
スに関する調査 
埼玉県内の全特別養護老人ホーム382施設を対象
とした質問紙調査を郵送法で実施した。調査実施期
間は、平成29年10月～12月であった。調査項目は、
施設票では、施設属性、職員体制、看取りに関連す
る事項の実施体制等、利用者票では、6ヵ月間に当該
施設で死亡した利用者の属性、看取りのプロセスに
関する事項等とした。 
資料６
－　　－17
  
 
（４）倫理的配慮 
 本研究は埼玉県立大学倫理委員会の承認を得て実
施した（第28078号、第29303号）。 
 
４．進捗状況 
（１）結果の概要 
① 埼玉県における看取りの現状 
埼玉県の死亡数は、1960年以降一貫して増大して
きており、2015年には年間の死亡者数は62,565人（自
宅7,805人、老人ホーム3,099人）であった。年齢調
整死亡率は、1980年以降は全国値と同程度で推移し
ている。死亡場所別の死亡者数は病院での死亡割合
は減少傾向、自宅死、老人ホーム死の割合はともに
増加傾向であった。 
埼玉県における人口当たりの施設数をみると、一
般診療所は全国値の70％の水準であるが、在宅医療
関連施設は全国値の50％から60％と低い水準であっ
た。また、訪問看護ステーションも全国値の60～70
％と低い水準にある。埼玉県における訪問診療・看
取りの人口あたりの実施件数は全国値の6～7割程度
である。1施設当たりの実施件数をみると、訪問診療
は全国値の1.3倍と多く、看取り実施件数は全国値と
同程度である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 訪問看護ステーションにおける看取りのプロセ
スに関する調査（速報値のため数値が変わる可能性
がある） 
回収は、78施設（回収率21.1％）であった。利用
者票は848部回収され、1施設平均10.9人であった。
以下では利用者票の結果を示す。 
死亡者848人の主疾患は悪性腫瘍が57％と最も多
かった。死亡時の場所は、自宅57％、病院37％と約3
分の１は病院での死亡であった。利用者への看取り
の意思確認は訪問開始時（32％）に実施していたが、
該当しないケース（30％）もあった。意思確認の方
法は家族を含めた話し合いでの確認（37％）であり、
口頭によるものが多かった。看取りの希望場所を自
宅としたのは、利用者49％、家族54％であった。訪
問開始から死亡までの自宅療養の割合をみると、死
亡1ヶ月前66％、14日前66％、前日62％、死亡時57
％と、死亡前日や当日に病院に入院するケースがみ
られた。 
③ 特別養護老人ホームにおける看取りのプロセス
に関する調査（速報値のため数値が変わる可能性が
ある） 
回収は、44施設（回収率11.5％）であった。利用
者票は213部回収され、1施設平均4.8人であった。以
下では利用者票の結果を示す。 
死亡者213人の死亡直前の医療区分は医療区分１
（17％）、要介護度は要介護5（51％）、意思疎通が
困難な利用者は57％であった。死亡原因は老衰が62
％であった。死亡の場所は、自施設76％、病院23％
と約4分の１は病院での死亡であった。利用者への看
取りの意思確認は死亡前30日以上が26％であったが、
該当しないケースや不明なケースは61％であった。
家族の看取りについての意思確認の方法は文書によ
るが56％であった。多職種による看取り期のカンフ
ァレンスは74％で実施されており、デスカンファレ
ンスは58％で実施されていた。死亡までに施設で過
ごした割合は、死亡1ヶ月前90％、4日前86％、前日
84％、死亡時76％と、死亡前日や当日に病院に搬送
されるケースがみられた。 
（２）今後の計画 
本年度実施した看取りのプロセスに関する調査は、
引き続き分析を進めていく予定である。 
次年度は、①看取り推進施設に対するインタビュ
ー調査、②看取りに関する事例調査、を行い、看取
りに関する主観的な満足度を評価し、自宅や特別養
護老人ホームでの看取りに影響を及ぼす要因を明ら
かにすることを予定している。 
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